
ステージごとの資金活用イメージ

ステージ 事業承継前 事業承継時 事業承継後（※１）

【貸付対象】
資金使途

【事業承継計画関連】
・�事業承継の準備のために必要な
資金

【事業承継関連】
・�Ｍ＆Ａの実施に必要な資金

【承継第二創業関連】
・�承継後の経営多角
化、事業転換に必
要な資金

【代表者個人関連】
・�承継円滑化法認定
を受けた企業の代
表者が必要な資金

事業承継前 事業承継時／安定的な経営権の確保 事業承継後

お客さまの

ニーズ

（例）

・�収益・財務基盤を強化したうえで、

後継者に事業を引き継ぎたい。

・�後継者のために、予め会社の資

産・負債関係を整理しておきたい。

・�後継者やそれを補佐する社員等

に対する教育を充実させたい。

・�事業のさらなる成長を図るため、

優れた技術力を持った企業を買

収したい。

・�分散した株式を会社に集約化し、

経営の安定性を高めたい。

・�将来的な株式分散を避けるため

に、持株会社に株式を集約したい。

・�先代の時代とは異なる事業にチャレンジし、

会社を大きく成長させたい。

・�分散した株式を代表者に集約化し、経営の

安定性を高めたい。

貸付対象

貸付利率
（※２）

事業承継計画関連（特別利率①）

⇒�現経営者が後継者（候補者を含

む）と共に事業承継計画を策定し

ている方が対象

事業承継関連
⇒�Ｍ＆Ａや株式・資産等の集約等、

事業の承継・集約を行う方が対象

貸付利率

　�基準利率。ただし、以下の場合

は特別利率①

・�付加価値向上計画を策定し、新

たな雇用が見込まれるＭ＆Ａ

・�後継者不在企業のＭ＆Ａ

（買収先が小規模事業者の場合

は特別利率②）

・�株主からの株式等の取得

・�持株会社による株式取得

承継第二創業関連（特別利率②）

⇒�事業承継後に新たな取組みを行う方が対象

代表者個人関連（特別利率①、②）

⇒�中小企業経営承継円滑化法第12条第１項

　�第１号の認定を受けた中小企業の代表者

が対象

想定される

資金使途

・�円滑な事業承継のための老朽化

設備更新資金

・�現経営者への債務返済資金

・�事業承継計画に基づく支払手形削

減等の財務健全化に必要な資金  等

・�Ｍ＆Ａ資金

・�自己株式や株主等が所有する事

業用資産の取得資金

・�持株会社による株式取得資金  等

・�新たな事業で必要となる設備資金や運転

資金

・�代表者による親族等からの株式買取資金  等

ポイント

・�貸付後５年以内の代表者交代見

込みが要件

・�事業承継計画に基づき必要となる

資金が対象

・�代表者交代見込みを必ずしも要件

としない。

〈承継第二創業関連〉

・�承継後５年以内に開始した新たな事業が

対象

〈代表者個人関連〉

・�対象となる個人が代表者に就任しているこ

とが要件

（※１）他に「経営者個人保証免除関連」あり
（※２）特別利率の適用は４億円まで（４億円超は基準利率）

　日本公庫中小企業事業は、中小企業者が培ってきた技術・ノウハウ等の貴重な経営資源や雇用を喪失させない

ように、政策金融機関として、事業承継の円滑化を資金・情報の両面から支援しています。

【みらいへのバトン～共につなぐ事業承継～】
お客さまに事業承継に対する自己診断を促すとともに、お客さまが自
社の事業承継に係る課題と進むべき方向性を公庫職員と共有するた
めの提供用冊子

【事業承継事例集（みらいへのバトン別冊）】
事業承継が必要であると感じながらも、どのように着手するべきか分
からず悩まれているお客さまに向けて、取組みの参考になるような事
例をご紹介し、「みらいへのバトン」とともに、今後の事業承継準備
に役立てていただくためのツール

【経営情報】
お客さまに広く配付し、経営者の皆さまに事業承継の重要性をお伝
えするとともに、最新の施策等をご紹介するツール
〈バックナンバー〉

　No.411　円滑な事業承継に向けて～早期取組み着手の重要性～
　No.415　事業承継税制活用のポイント

情報提供ツール

日本公庫中小企業事業の事業承継支援

事業承継支援の概要

事業承継に必要な
資金の融資

①経営者の意識喚起
②事業承継税制等の情報提供
③�Ｍ＆Ａニーズへのハンズオン
支援
④事業承継支援機関との連携

資金面の支援 情報面の支援

公庫版
公庫版
公庫版
公庫版・事業承継診断票

・事業承継診断票

・事業承継診断票

・事業承継診断票
Ｑ１Ｑ１Ｑ１Ｑ１

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ２Ｑ２Ｑ２Ｑ２

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

【着手： 済 3年以内 5年以内
それ以降

】
【完了： 3年以内 5年以内 10年以内

それ以降
未定

】

Ｑ４Ｑ４Ｑ４Ｑ４

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、それは誰か： 親族（続柄：
年齢：

）
従業員（年齢：

）
第三者（関係：

）
】

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ５Ｑ５Ｑ５Ｑ５

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ６Ｑ６Ｑ６Ｑ６

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ３Ｑ３Ｑ３Ｑ３ 「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、策定予定時期：

】

Ｑ７Ｑ７Ｑ７Ｑ７

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

【 後継者不在
資金調達

株式移転
従業員の理解

取引先の理解
税負担

個人債務・保証
その他

】

Ｑ８Ｑ８Ｑ８Ｑ８

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、それは誰か： 親族
従業員

税理士・会計士
公的支援機関

金融機関
その他

】

Ｑ９Ｑ９Ｑ９Ｑ９

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、候補先の有無： あり（地域・業種等：

）

なし
】

ＱＱＱＱ10 貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、候補先の有無： あり（地域・業種等：

）

なし
】

Ｑ１Ｑ１Ｑ１Ｑ１が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった場合、
場合、
場合、
場合、

Ｑ３Ｑ３Ｑ３Ｑ３が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった場合場合場合場合
Ｐ６へ
Ｐ６へ
Ｐ６へ
Ｐ６へ

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

なった
なった
なった
なった場合場合場合場合

Ｐ７へ
Ｐ７へ
Ｐ７へ
Ｐ７へ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ８Ｑ８Ｑ８Ｑ８が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった場合場合場合場合 Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ

Ｑ９Ｑ９Ｑ９Ｑ９・Ｑ・Ｑ・Ｑ・Ｑ10101010のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった場合場合場合場合
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ

５

本票を用いて事業承継に対する進捗度合や不十分な点をご確認ください。

＜準備状況について＞

＜後継者について＞

＜課題認識について＞

＜Ｍ＆Ａについて＞

ステップ
ステップ
ステップ
ステップ１１１１

2018.9.25

NO.415事業承継税制活用のポイント
　中小企業においては、65歳以上の経営者が全体の約４割を占めており、今後数年で多くの中小企業が

事業承継のタイミングを迎えると想定されますが、半数近くの企業でその準備が進んでいません。こうし

た現状を受けて、国は今後10年間を事業承継支援の集中実施期間と定め、様々な支援施策を整えています。

　かかるなか、平成30年度税制改正において、「非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・

免除制度」（以下、「事業承継税制」）が抜本的に拡充され、10年間の時限措置として特例措置が設けら

れました。
　本号では事業承継税制の概要（一般措置及び特例措置）とその活用のポイントについて、具体的な活

用イメージを中心にご紹介します。

〈事業承継税制（一般措置）の概要〉

「非上場株式等についての相続税・贈与税の納税猶予及び免除の特例のあらまし（平成 30 年 4 月）」（国税庁）

（https://www.nta.go.jp/publication/pamph/sozoku-zoyo/201707/pdf/00.pdf）を加工して作成

納税リスク

やむを得ない理由があるなど一定の場合

1．事業承継税制（一般措置）の概要
　事業承継における課題のひとつとして、個人間の株式移転にかかる贈与税・相続税の負担が挙

げられます。こうした課題に対応するため、平成21年度に事業承継税制が創設されましたが、こ

の一般措置は、納税猶予を受けて承継してから 5年間の従業員数が平均 8割を下回った場合、利

子税を付して全額納付が必要になるなど、相応の納税リスクが伴うものとなっています。

みらいへのバトン

～共につなぐ事業承継～

平成平成平成平成
30303030年
６月年６
月

年６
月

年６
月
初版初版初版初版

資料：中小
企業庁「中

小企業の事
業承継に関

する集中実
施期間につ

いて（事業
承継５ヶ年

計画）」よ
り

（注）法人
（資産１億

円以上）の
経営者に対

して行った
アンケート

結果
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NO.411

円滑な事業承
継に向けて~

早期取組み着
手の重要性~

事業承継を
取り巻く状

況

　中小企業
においては

、65歳以
上の経営者

が全体の約
４割を占め

ており、今
後数年で多

くの中小企
業

が事業承継
のタイミン

グを迎える
と見られて

います。中
小企業が自

社のノウハ
ウや取引先

とのつなが
り、

従業員の雇
用などを維

持しながら
、将来にわ

たって事業
を継続して

いくために
は、円滑な

事業承継が
不

可欠ですが
、多くの企

業でその準
備が進んで

いません。

　こうした
状況におい

て、中小企
業庁は平成

28年12月
に中小企業

・小規模事
業者の円滑

な事業承継
を

実現するた
めの指針で

ある「事業
承継ガイド

ライン」を
10年ぶり

に改訂する
とともに、

平成29年
７月

には「事業
承継５ヶ年

計画」を策
定しました

。

　本号では
、「事業承

継ガイドラ
イン」と「

事業承継５
ヶ年計画」

の概要を踏
まえ、円滑

な事業承継
に向

けた早期取
組み着手の

重要性と、
事業承継を

支援するた
めの施策を

ご紹介しま
す。

　平成７年
に47歳であ

った中小企
業経営者の

ボリューム
ゾーンは、

平成27年に
は66歳とな

り、高

齢化が進行
しています

。そのため
、今後数年

の間に経営
者の大量引

退が予想さ
れますが、

下図の

とおり、過
半の企業に

おいて事業
承継の準備

は進んでい
ません。

　事業承継
は、後継者

の育成期間
も含めれば

、準備開始
から承継完

了まで５〜
10年程度を

要す

ることから
、経営者の

平均引退年
齢が70歳前

後であるこ
とを踏まえ

ると、60歳
頃には事業

承継に

向けた準備
に着手する

必要がある
と言えます

。

20 JFC 中小企業だより 2019.1JFC 中小企業だより 2019.1 19




